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JCR グリーンローン評価 by Japan Credit Rating Agency, Ltd. 

 

  

     

株式会社日本格付研究所（JCR）は、以下のとおりグリーンローン評価結果を公表します。 
 
 

レンゴー株式会社 長期借入金に Green 1 を付与 
    
    
    

借 入 人 ： レンゴー株式会社（証券コード：3941） 

評 価 対 象 ： レンゴー株式会社 長期借入金 

分 類 ： 長期借入金 

貸 付 人 ： 
株式会社三井住友銀行をアレンジャー兼エージェントとするシ
ンジケート団 

借 入 額 ： 50 億円 

貸 付 実 行 日 ： 2022 年 7 月 29 日 

最 終 返 済 期 限 ： 2030 年 7 月 31 日 

資 金 使 途 ： 
バイオマスボイラおよび RPF 製造設備、木材由来の 100％生分解
性素材であるセルロース微粒子プラントへの投資 

＜グリーンローン評価結果＞ 

総合評価 Green 1 

グリーン性評価（資金使途） g1 

管理・運営・透明性評価 m1 

 

第 1 章：評価の概要 

1. レンゴー株式会社の概要 

レンゴーは、板紙から段ボールまでの一貫生産を強みとする、板紙・段ボール業界のトップメーカーであ

る。1909年に井上貞治郎が三盛舎（後に三成社）として日本で初めて段ボールの事業化に着手し、その後、

1920年に聯合紙器株式会社を創立した。次第に段ボール以外の包装資材も扱うようになり、この経営路線転

換を内外に示すために、1972 年に現在のレンゴーへと商号変更している。 

レンゴーグループは、あらゆる産業の全ての包装ニーズに対して、総合的なソリューションを提案する

「ゼネラル・パッケージング・インダストリー」＝GPI レンゴーとして、「製紙」、「段ボール」、「紙器」、

「軟包装」、「重包装」、「海外」の 6 つをコア事業として展開している。2022 年 3 月末時点において、直営

工場 34 工場、国内グループ企業 114 社 160 工場、海外グループ企業（アジア・欧州・北米）178 工場 28 拠

点で構成されている。 
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2. レンゴーの環境への取り組み 

レンゴーグループはパッケージづくりおよび環境経営のキーワードとして“Less is more.”を掲げており、

資源の有効活用と地球環境への負荷を低減しながら、高品質で付加価値の高いパッケージづくりを行ってい

る。レンゴーは、環境問題に対する企業活動の重要性が高まっていることを踏まえ、2021 年 4 月に「レンゴ

ーグループ環境憲章」を改定した。併せて環境に関する目標として、2050 年を見据えた長期目標「レンゴ

ーグループ環境アクション 2050」および 2030 年度までの中期目標「エコチャレンジ 2030」を策定し、2050

年までに温室効果ガスの排出量を実質ゼロとすることに挑戦する旨を公表した。 

また、中期ビジョン「Vision115」（2021 年 3 月期～2025 年 3 月期）では「全社的な取組み～ESG と SDGs

を意識した企業風土の醸成～」を方針として掲げ、地球環境の保全に配慮した経営を実践することが、企業

の持続的発展には不可欠であるという認識に立ち、事業活動に伴う環境負荷の低減に全社を挙げて取り組ん

でいる。 

3. 評価対象について 

今般の評価対象は、レンゴーが利根川事業所敷地内に新設するバイオマスボイラおよび RPF（Refuse 

paper ＆ Plastic Fuel）製造設備、金津工場敷地内に新設するセルロース微粒子プラントに対する設備投資を

資金使途とする長期借入金（本借入金）である。本資金使途は、ICMA グリーンプロジェクト分類における

「再生可能エネルギー」、「汚染防止及び抑制」、「高環境効率商品、環境適応商品、環境に配慮した生産技術

および プロセス」に該当すると JCR は評価している。また、レンゴーが環境に対して生じうる負の影響に

対して適切な回避策または緩和策を講じており、このプロジェクトに伴って環境改善効果を上回るような環

境への負の影響が発生する可能性が低いことを確認した。以上から、JCR は本評価対象の資金使途となるプ

ロジェクトが環境改善効果を有すると評価している。 

JCR は、本借入金の資金使途となるグリーンプロジェクトの管理・運営体制が確立されており、選定基

準・プロセスおよび資金管理の透明性が高いこと、レンゴーの経営陣が環境問題を重要度の高い優先課題と

して位置付けていることについても確認した。 

この結果、JCR は本借入金について、JCR グリーンファイナンス評価手法に基づき、「グリーン性評価

（資金使途）」の評価を“g1”、「管理・運営・透明性評価」の評価を“m1”とした。この結果、「JCR グリー

ンローン評価」を“Green 1”とした。本借入金は、「グリーンローン原則1」および「グリーンローン及びサ

ステナビリティ・リンク・ローンガイドライン2」において求められる項目について、基準を満たしている

と考えられる。 

 

                                                 
1 LMA (Loan Market Association), APLMA (Asia Pacific Loan Market Association), Loan Syndications and Trading Association (LSTA) Green 

Loan Principles 2021 

https://www.lma.eu.com/ 
2 環境省 グリーンローン及びサステナビリティ・リンク・ローンガイドライン 2020 年版 

https://www.env.go.jp/press/files/jp/113511.pdf 
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第 2 章：各評価項目における対象事業の現状と JCR の評価 

評価フェーズ１：グリーン性評価  

JCR は評価対象について、以下に詳述する現状およびそれに対する JCR の評価を踏まえ、本借

入金の資金使途の 100％がグリーンプロジェクトであると評価し、評価フェーズ１：グリーン性評価

は、最上位である 『g1』 とした。 

 

（１） 評価の視点 

本項では最初に、調達資金が明確な環境改善効果をもたらすグリーンプロジェクトに充当されている

かを確認する。次に、資金使途において環境へのネガティブな影響が想定される場合に、その影響につ

いて社内の専門部署または外部の第三者機関によって十分に検討され、必要な回避策・緩和策が取られ

ているかについて確認する。最後に、持続可能な開発目標（SDGs）との整合性を確認する。 

 

（２） 評価対象の現状と JCR の評価 

a.  プロジェクトの環境改善効果について 

i. 資金使途の全額が、レンゴーが利根川事業所敷地内に新設するバイオマスボイラおよび RPF

（Refuse paper ＆ Plastic Fuel）製造設備、金津工場敷地内に新設する生分解性セルロース微

粒子プラントに対する設備投資に充当される予定であり、環境改善効果が期待できる。 

本借入金は、以下のグリーン適格事業への新規投資およびリファイナンス資金に充当される予定

である。なお、リファイナンスは過去 2 年以内に支出したものを対象とする。 

＜資金使途の概要＞ 

適格クライテリア 1：バイオマスボイラおよび RPF 製造設備の新設 

設置場所 利根川事業所敷地内（茨城県坂東市） 

設置内容 ① バイオマスボイラ ② RPF 製造設備 

検収・運転開始時期 ① 2022 年 10 月（予定） ② 2024 年 7 月（予定） 

概要 

木質チップおよび RPF を主燃料とするバイオマスボイラを新設
し、LNG からの燃料転換を図る。また、RPF 製造設備を導入し、
グループ会社および周辺地域からの廃プラスチック等を受入れ、
使用燃料である RPF の一部を自製化する。 

環境改善効果 
CO2 排出削減、レンゴーグループおよび周辺地域の産業廃棄物の
適正処理 

本件による CO2 排出削減量
（試算値） 

生産量は同量という前提のもと、本設備の導入前と比較して、 
年間約 90,000t 
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図 1．バイオマスボイラおよび RPF 製造設備の概略図 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所：レンゴー グリーンローン・フレームワーク） 

 

適格クライテリア 2：木材由来の 100％生分解性素材であるセルロース微粒子プラントの新設 

設置場所 金津工場敷地内（福井県あわら市） 

設置内容 生分解性セルロース微粒子プラント 

検収・運転開始時期 検収は 2022 年 3 月、2022 年 7 月本格稼働 

概要 生分解しないマイクロプラスチックビーズからの代替として期待
される自然環境中で 100％生分解するセルロース微粒子を製造す
る。 

環境改善効果 セルロース微粒子への代替でマイクロプラスチックビーズ起因の
海洋汚染を防止 

※副次的な効果として、新技術(新規連続法)導入による、薬品原
単位や電力原単位の低減を図る。 

本件によるマイクロプラス
チックビーズ削減量（試算
値） 

マイクロプラスチックビーズ削減量は、セルロース微粒子の販売
量が相当するとして、年間 120t 

 

図 2．木材由来の 100％生分解性素材であるセルロース微粒子プラントの概略図 

 

 

 

 

 

 

（出所：レンゴーグリーンローン・フレームワーク） 

セルロース微粒子 セルロース微粒子新プラント 

セルロース微粒子製造工程 概略図 
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適格クライテリア 1 における CO2 排出削減量は、地球温暖化対策の推進に関する法律（温対法）

の排出係数を用いて、バイオマスボイラ導入による LNG 使用量削減起因の CO2排出削減量、RPF 製

造設備の稼働による CO2 排出増加量を加味して、利根川事業所全体の CO2 排出削減量を試算してい

る。また、適格クライテリア 2 について、化粧品原料は粒径 50µm 以下、消臭剤などの担体には粒径

0.1～4mm 程度のビーズが使われるなど、ビーズの粒径によって対象となる製品が異なる。そのため、

レンゴーは段階的に各粒径の市場に参入することで前述の販売量を目指す。なお、適格クライテリ

ア 2 のセルロース微粒子プラントは 2020 年、2021 年の 2 ヵ年に環境省補助事業として採択されてい

る。JCR は、ヒアリングおよびレンゴーから提出された関連資料により、本借入金の資金使途の対

象となるプロジェクトが、CO2 排出削減効果およびマイクロプラスチックビーズ起因の海洋汚染防

止効果を有していることを確認した。 

 

ii. 資金使途は、「グリーンローン原則」に定義されているグリーンプロジェクトのうち「再生可能エ

ネルギー」、「汚染防止及び抑制」、「高環境効率商品、環境適応商品、環境に配慮した生産技術およ

び プロセス」に該当する。また、「グリーンローン及びサステナビリティ・リンク・ローンガイド

ライン」に定義されているグリーンプロジェクトのうち「再生可能エネルギーに関する事業」、「汚

染の防止と管理に関する事業」、「環境配慮製品、環境に配慮した製造技術・プロセスに関する事業」

に該当する。 

本借入金の適格クライテリア 1 であるバイオマスボイラおよび RPF 製造設備は、レンゴーの製品

製造工程において必要となるエネルギー供給を目的としている。従来エネルギーの供給には LNG が

燃料として使用されており、当該化石燃料から排出される CO2 排出削減のためにバイオマスボイラ

および RPF 製造設備が導入される。2022 年 3 月に経済産業省が公表した「「トランジション・ファ

イナンス」に関する紙・パルプ分野における技術ロードマップ」内の脱炭素のための移行経路にお

いて、自家用蒸気を化石燃料からバイオマス・廃棄物エネルギーへの転換を促す取り組みは、同産

業のカーボンニュートラルへの移行経路において重要なグリーンプロジェクトとして位置づけられ

ている3。 

                                                 
3  経済産業省「トランジション・ファイナンス」に関する紙・パルプ分野における技術ロードマップ  
https: //www.meti.go. jp//policy/energy_environment/global_warming/transition/transition_finance_tech
nology_roadmap_paper_jpn.pdf 
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図 3．カーボンニュートラルに向けた自家用蒸気・電力等の燃料転換（紙・パルプ分野） 

（出所：経済産業省「トランジション・ファイナンス」に関する紙・パルプ分野における技術ロードマップ） 

 

本借入金の適格クライテリア 2 は、マイクロプラスチックビーズの代替品として期待されるセルロー

スビーズ「ビスコパール®」を製造する設備である。近年、海洋プラスチックによる環境汚染が世界的

課題となっており、2018 年 5 月に策定された日本のプラスチック資源循環戦略でも「海洋プラスチック

ゼロエミッション」が重点目標として掲げられている4。海洋プラスチックの中でも、マイクロプラスチ

ックビーズは、機能性薬剤の担体、樹脂やゴムなどへの添加剤、研磨剤、化粧品原料として様々な分野

で利用されており、その微細さから製品化された後の回収等の環境への負の影響を緩和する対策や自然

環境中での回収は困難なため、下表の通り、世界各国で製造や流通が制限されている。レンゴーが本設

備で製造するセルロースビーズ「ビスコパール®」は、木材パルプ（セルロース）を原料とした生分解

性の数 µm から 4mm の球状セルロースである。「ビスコパール®」は 2021 年 2 月に、土中に比べ微生物

が少ない海水中での生分解性を証明する国際認証である「OK biodegradable MARINE」認証を取得してお

り5、マイクロプラスチックビーズの代替需要を満たす製品である。本取り組みのようなプラスチックの

代替素材の活用は、2022 年 4 月 1 日に施行が開始された「プラスチックに係る資源循環の促進等に関す

る法律（プラスチック資源循環法）」でも、重要視されている6。 

                                                 
4  消費者庁・外務省・財務省・文部科学省・厚生労働省・農林水産省・経済産業省・国土交通省・環境省

プラスチック資源循環戦略 概要  
https: //www.env.go. jp/council/03recycle/y0312-00/20190531s.pdf 
5  レンゴー ニュースリリース（ 2021 年 2 月 22 日）  
https: //www.rengo.co. jp/news/2021/21_news_013.html 
6  「プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律」第七条２の一

https: //www.env.go. jp/recycle/plastic/pdf/ law.pdf 
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図 4．プラスチック資源循環戦略 概要 

（出所：消費者庁他 プラスチック資源循環戦略 概要） 

表 1. 各国におけるマイクロプラスチック・マイクロプラスチックビーズに対する規制の取り組み 

 
規制対象（MP：マイクロプラスチック、MPB：マ

イクロプラスチックビーズを示す） 

規制適用時期（年月） 

製造 流通 販売 

米国 MPB を含むリンスオフ化粧品 2017.7 2018.7  

韓国 MPB を含む化粧品 2017.7 2017.7 2018.7 

フランス MPB を含むリンスオフ化粧品  2018.1 2018.1  

イギリス MPB を含む化粧品、衛生用品 2018.1  2018.7 

台湾 MPB を含む化粧品、洗浄剤 2018.1 2018.1 2020.1 

ニュージーランド MPBを含むリンスオフ化粧品、車や部屋等の洗浄剤 2018.1  2018.1 

カナダ 
MPB を含む歯磨き粉、洗面剤等 2018.1 2018.1 2018.1 

MPB を含む自然健康製品 2018.7 2018.7 2019.7 

スウェーデン MPB を含む化粧品 2018.7  2019.1 

日本 
MP を含む公共の水域または海域に排出される製品

（海岸漂着物処理推進法改正案による努力義務） 
2018.6   

EU 
MP 濃度が 0.01％を超える化学品（REACH 規制7の

年次報告義務の対象とする） 

2022 年に採択される 

可能性がある 

中国 MP を含む日用品 2020.12 2022.12  

（出所：環境省プラスチック資源循環戦略小委員会の資料等8,9から JCR 作成） 

                                                 
7  REACH 規制： EU が制定した人の健康や環境の保護のために化学物質を管理する欧州議会および欧州理

事会規則 https: //echa.europa.eu/regulations/reach/understanding-reach 
8  中央環境審議会循環型社会部会プラスチック資源循環戦略小委員会（第 5 回）  
参考資料 1. プラスチックを取り巻く国内外の状況＜第 5 回資料集＞  
https: //www.env.go. jp/council/03recycle/y0312-05/y031205-s1r1.pdf 
9  Mitrano,  D.M., Wohlleben, W. Nat Commun 11, 5324 (2020).  
https: //doi.org/10.1038/s41467-020-19069-1 
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以上より、JCR は本借入金の資金使途の対象となるプロジェクトについて、高い環境改善効果を

有するものであり、日本の戦略や世界各国の取り組みに資するものであると評価している。 

 

b. 環境に対する負の影響について 

レンゴーは、資金使途であるバイオマスボイラおよび RPF 製造設備、生分解性セルロース微粒子プラ

ントの新設によって環境に及ぼし得る負の影響のおそれ、およびその対応について、グリーンローン・

フレームワークにおいて以下の通り定めている。 

 適格プロジェクトにおいて、大気質・騒音・振動・悪臭・水質・地下水などへの環

境影響、未処理水や薬品の漏えいなどの環境事故発生リスクが考えられる。  

 全社を統括する「環境委員会」と事業所・工場に「事業所環境委員会」を設け、環

境リスク低減に関する全社的な方向性や目標・計画などを審議・決定している。ま

た、大気汚染防止や水質汚濁防止などの環境法令遵守を徹底するため、年 2 回、環

境関連法の遵守状況の自己チェックを行う他、環境事故発生を想定した緊急事態対

応訓練を各事業所・工場で年 1 回以上実施。騒音・振動問題については、工場周辺

の住民と積極的にコミュニケーションをとることで、未然に防止するよう努めてい

る。  

（出所：レンゴーグリーンローン・フレームワーク） 

レンゴーは、建設時及び運転開始後のリスクとして、大気質・騒音・振動・悪臭・水質・地下水など

への環境影響を特定している。今回の資金使途に関しては、建設時において、上記リスクが小さいとい

うことをレンゴーは確認している。運転開始後についても、環境法令遵守を徹底し、各事業所での自己

チェックや緊急事態対応訓練などを行うほか、工場周辺の住民との対話によって、未然に防止するよう

に努める予定である。また、レンゴーは、「安全衛生方針」を策定し、協力会社も含め全ての従業員に

対し安全衛生教育を行うなど、労働災害発生防止に努めている。 

バイオマスボイラの燃料は、国内で収集される建築廃材をチップ化した木質チップ、産業廃棄物（廃

プラスチック）由来の RPF、廃タイヤを使用する予定である。木質チップの調達先は近県に所在する調

達業者であり、環境に負の影響を及ぼす蓋然性は小さいと JCR は判断している。一方、RPF および廃タ

イヤに関しては、廃棄物の有効活用という点で意義のある取り組みであるが、原料の一部に化石燃料が

用いられていることから、環境省は各々の CO2 排出係数を RPF：1.57t-CO2/t、廃タイヤ：1.72t-CO2/t

と定めており10、この廃棄物エネルギーの CO₂評価方法に見直しがかかると将来的に CO2 削減量が前述

の試算値に比べて下方修正される可能性がある。JCR は、レンゴーがこの可能性について十分に認識し、

今後の法改正について、動向を注視することで対応する旨をヒアリングで確認した。 

以上より、JCR はレンゴーが環境に対する負の影響について特定しており、適切に対処していると判

断している。 

 

 

 

                                                 
1 0  環境省算定・報告・公表制度における算定方法・排出係数一覧  
https: //ghg-santeikohyo.env.go. jp/f iles/calc/ it iran_2020_rev.pdf 
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ｃ. SDGs との整合性について 

JCRは、国際資本市場協会（ICMA）の SDGsマッピングを参考にしつつ、本借入金が以下の SDGs

の目標およびターゲットに貢献すると評価した。 
 

 

目標 7：エネルギーをみんなに そしてクリーンに 

ターゲット 7.2. 2030 年までに、世界のエネルギーミックスにおける再生可能エ

ネルギーの割合を大幅に拡大させる。 

ターゲット 7.3 2030 年まで、世界全体エネルギー効率の改善率を倍増させる。 
 

 

目標 9：産業と技術革新の基礎をつくろう 

ターゲット 9.4. 2030 年までに、資源利用効率の向上とクリーン技術及び環境に

配慮した技術・産業プロセスの導入拡大を通じたインフラ改良や産業改善によ

り、持続可能性を向上させる。全ての国々は各国の能力に応じた取組を行う。 
 

 

目標 12：つくる責任、つかう責任 

ターゲット 12.5. 2030 年までに、廃棄物の発生防止、削減、再生利用及び再利用

により、廃棄物の発生を大幅に削減する。 
 

 

目標 13：気候変動に具体的な対策を 

ターゲット 13.1. 全ての国々において、気候関連災害や自然災害に対する強靱性

（レジリエンス）及び適応の能力を強化する。 
 

 

目標 14：海の豊かさを守ろう 

ターゲット 14.1. 2025 年までに、海洋ごみや富栄養化を含む、特に陸上活動によ

る汚染など、あらゆる種類の海洋汚染を防止し、大幅に削減する。 
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評価フェーズ２：管理・運営・透明性評価  

JCR は評価対象について、以下に詳述する現状およびそれに対する JCR の評価を踏まえ、管

理・運営体制がしっかり整備され、透明性も非常に高く、計画どおりの事業の実施、調達資金の充

当が十分に期待できると評価し、評価フェーズ２：管理・運営・透明性評価は、最上位である 

『m1』 とした。 

1. 資金使途の選定基準とそのプロセスに係る妥当性及び透明性 

（１） 評価の視点 

本項では、グリーンローンを通じて実現しようとする目標、グリーンプロジェクトの選定基準および

そのプロセスの妥当性、ならびに一連のプロセスが適切に投資家等に開示されているか否かについて確

認する。 

 

（２） 評価対象の現状と JCR の評価 

a. 目標 

レンゴーグループは経営理念の一つに「地球環境の保全に主体的に取り組むこと。」を挙げている。

また、パッケージづくりおよび環境経営のキーワードとして“Less is more.”を掲げており、資源の有効

活用と地球環境への負荷を低減しながら、高品質で付加価値の高いパッケージづくりを行っている。同

社は、これらの理念を基本とし、地球環境に配慮することを絶対条件とした「レンゴーグループ環境憲

章」（2009 年制定、2021 年 4 月改定）を企業活動の基本方針としている。 

レンゴーは、環境に関する目標として、2050 年を見据えた長期目標「レンゴーグループ環境アクシ

ョン 2050」および 2030 年度までの中期目標「エコチャレンジ 2030」を策定し、2050 年までに温室効果

ガスの排出量を実質ゼロとすることに挑戦する旨を 2021 年 4 月に公表した。レンゴーが本借入金の使

途とするバイオマスボイラおよび RPF 製造設備は「脱炭素社会の形成」、「循環型社会の形成」、生分解

性セルロース微粒子プラントは「環境問題や社会課題を解決する製品の創出（生分解性のあるセルロー

ス関連製品の開発・普及）」に直接貢献するものである。 

図 5．レンゴーエコチャレンジ 2030 の概要 

（出所：レンゴー サステナビリティレポート 2021） 
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また、中期ビジョン「Vision115」（2021 年 3 月期～2025 年 3 月期）では「全社的な取組み～ESG と

SDGs を意識した企業風土の醸成～」をテーマとしている。環境の部分で言及されている「再生可能エ

ネルギーの利用拡大により環境負荷のさらなる低減を追求する。」に対してはバイオマスボイラおよび

RPF 製造設備が寄与する。一方、「海洋プラスチックごみ問題の解決に貢献する包装資材、生分解性素

材の開発・普及を推進する。」に対しては生分解性セルロース微粒子プラントが寄与する。 

図 6. レンゴー中期ビジョン「Vision115」の概要 

（出所：レンゴー サステナビリティレポート 2021） 

以上より、本借入金の資金使途は、レンゴーの経営理念、環境目標、中期ビジョン等と整合的で

あると JCR は評価している。 

 

b. 選定基準 

レンゴーのグリーンローンに関する適格クライテリアは、評価フェーズ 1 で記載のとおりである。 

JCR では、レンゴーが設けた適格クライテリアについて、前述した通り環境改善効果が見込まれ

る再生可能エネルギー設備、海洋汚染の防止に資する設備の取得資金およびリファイナンス資金を

対象としていることから、適切であると評価している。また、環境への負の影響についても評価フ

ェーズ１で記載した通り、適切に特定・管理されている。 

 

c.  プロセス 

本借入金の資金使途の候補となるプロジェクトは、まず経済的観点から経営幹部会にて採択され

る。その後、環境経営推進部を中心として、採択された候補プロジェクトからグリーン適格のもの

が選別され、資金使途となるグリーンプロジェクトとして代表取締役会長によって承認される。 

環境経営推進部は、全社的に CO2 削減量のとりまとめや環境リスクについての検討を行っている

部署であり、この部署が関与することで事業所にて起案されたプロジェクトを適切にスクリーニン

グしている。そのうえで最終的には代表取締役会長の承認をもって選定されることから、レンゴー

では資金使途に対するグリーン性の評価について、専門的知見を有する部署および経営陣が適切に

プロジェクトの選定および決裁に関与しており、プロセスが明確であると JCR は評価している。 
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なお、レンゴーの本借入金に関する目標、選定基準およびプロセスは、本評価レポートおよびレ

ンゴーが作成したフレームワークを通して開示されることから、貸付人に対する透明性が確保され

ていると JCR は評価している。 
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2. 資金管理の妥当性および透明性 

（１） 評価の視点 

調達資金の管理方法は、借入人によって多種多様であることが通常想定される。本項では、グリーン

ローンにより調達された資金が確実にグリーンプロジェクトに充当されること、また、その充当状況が

容易に追跡管理できるような仕組みと内部体制が整備されているか否かを確認する。 

なお、グリーンローンにより調達した資金が、早期にグリーンプロジェクトに充当される予定となっ

ているか、また、未充当資金の管理・運用方法についても重視している。 

 

（２） 評価対象の現状と JCR の評価 

本借入金は、評価フェーズ１で記載したバイオマスボイラおよび RPF 製造設備、生分解性セルロー

ス微粒子プラントの取得資金および取得資金に係るリファイナンスに充当予定である。リファイナンス

については借入後速やかに充当予定であるほか、バイオマスボイラおよび RPF 製造設備については、検

収を予定する 2022 年 10 月および 2024 年 7 月末またはその直後に充当完了の予定である。また、資金使

途がリファイナンスの場合、グリーンローンによる調達から遡って 2 年以内に実施した適格プロジェク

トへの支出に限るとしている。なお、借入金の 70％が新規投資、30％がリファイナンスに充当される予

定である。 

借入金の資金管理について、レンゴーはフレームワークにて、以下の通り定めている。 

（調達資金とプロジェクトの紐付） 

調達資金は「２．プロジェクトの評価と選定のプロセス」により選定された新規プロジェクト及び

そのリファイナンスに全額紐付けられる。 

（調達資金の追跡管理の方法） 

財務担当者が社内管理システムを基に本件プロジェクトへの月別充当額を専用の電子ファイルにて

管理資料を作成し、月次で資金充当状況を追跡管理する。 

（追跡管理に関する内部統制） 

財務担当者は四半期ごとに上記管理資料をもって財務部門長および財務管掌役員に報告し、承認を

得ることで内部統制を図る予定である。 

（未充当資金の管理方法） 

調達資金の充当が決定されるまでの間、調達資金は現預金または現金等価物にて管理する。 

（出所：レンゴー グリーンローン・フレームワーク） 

上記に加え、発注・検収・入出金の際に管理職である各部門長が確認して決裁が行われるフローとな

っていることを JCR はヒアリングにて確認した。また、本借入金は内部監査および外部監査の対象とな

っており、資金管理に係る文書等は返済期日まで適切に保存されることも同様に確認した。 

以上より、JCR では資金管理について、適格クライテリアで定められた使途に充当されること、その

資金管理については適切な方法にて管理されること、外部監査による第三者により確認が行われる体制

が整備されていることおよび未充当資金発生時の取り扱いについても適切であることから、資金管理の

妥当性および透明性は適切であると評価している。 
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3. レポーティング 

（１） 評価の視点 

本項では、グリーンローン実行前後での貸付人等への開示体制が、詳細かつ実効性のある形で計画さ

れているか否かを評価する。 

 

（２） 評価対象の現状と JCR の評価 

a. 資金の充当状況に係るレポーティング 

本借入金の資金使途は、グリーンローン・フレームワークをシンジケートローンの参加行招聘期

間に検討資料として貸付人に配布される。また、貸付実行前に貸付人に対して金銭消費貸借契約書

等でも開示される。充当状況に関しては、資金が充当するまで年次で同社ウェブサイト上で開示の

予定である。開示の時期は、サステナビリティレポートの公表時期に合わせて毎年 9 月を予定して

いる。さらに、レンゴーは、大きな資金状況の変化が生じた場合は、貸付人に対し速やかに通知す

ることとしている。 

b.  環境改善効果に係るレポーティング 

レンゴーは、借入金の最終返済まで年次で、当該グリーンプロジェクトの進捗・環境改善効果等

を年次で同社ウェブサイト上にて開示の予定である。具体的な開示項目は下記の通りである。開示

の時期は、資金状況のレポーティング同様、サステナビリティレポートの公表時期に合わせて毎年9

月を予定しており、最終返済は 2030 年 7 月末のため、2029 年 9 月を最終報告とする予定である。 

① バイオマス発電電力量 

② セルロース微粒子生産量 

③ 産業廃棄物受入量 

④ 基準年度（2013 年度）と比較した利根川事業所全体の CO₂削減量 

 

JCR では、資金の充当状況および環境改善効果にかかるレポーティングについて、内容は適切で

あり、また貸付人および一般に対して適切に開示される計画であると評価している。 
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4. 組織の環境への取り組み 

（１） 評価の視点 

本項では、経営陣が環境問題について、経営の優先度の高い重要課題と位置づけているか、環境分野

を専門的に扱う部署の設置または外部機関との連携によって、グリーンローン実行方針・プロセス、グ

リーンプロジェクトの選定基準などが明確に位置づけられているか、等を評価する。 

（２） 評価対象の現状と JCR の評価 

レンゴーグループは前述の通り、経営理念の一つに「地球環境の保全に主体的に取り組むこと。」、パ

ッケージづくりおよび環境経営のキーワードとして“Less is more.”を掲げており、資源の有効活用と地球

環境への負荷を低減しながら、高品質で付加価値の高いパッケージづくりを行っている。“Less is more.”

のキーワードは事業活動の中で環境問題を最重要課題として取組むことを、経営トップが意思表示したも

のである。 

図 7. レンゴーグループ パッケージづくりおよび環境経営のキーワード 

（出所：レンゴー サステナビリティレポート 2021） 

 

同社は、これらの理念のもと、環境に関する経営方針として、1999 年に「レンゴー株式会社環境憲

章」を制定し、創業100周年を迎えた2009年には、グループ全体の環境に関する長期ビジョンとして「レ

ンゴーグループ環境憲章」を制定した。その後、パリ協定や SDGs の採択など、多様化する環境問題に対

してより踏み込んだ取り組みを求める声が社内外から上がったことを受け、2021 年 4 月に同憲章を改定

した。同時に、環境に関する数値目標を内外に発信するべく、「レンゴーグループ環境アクション 2050」

で、2050 年までに温室効果ガスの排出量を実質ゼロとする長期目標を公表した。長期目標の達成に向け

て、前述した通り、2030 年度までに解決すべき 6 つの重要課題とそれに対する具体的な取り組みを示し

た「エコチャレンジ 2030」を策定し、持続可能な社会の実現に向けて、全ての目標を達成できるよう取

り組んでいる。 

レンゴーは、上記の環境目標の達成に向け、環境経営を全社的に推進するための会議体として、「環境

委員会」と事業所・工場に「事業所環境委員会」を設置している。環境委員会は全社での環境経営の強化

を図ることを目的とし、四半期に一度開催されている。環境目標の達成状況や環境法令の遵守状況を確認

し、環境に関する全社的な方向性や目標・計画などを審議し、決定して、代表取締役会長を委員長とする

CSR 委員会に報告する。また、環境委員会での決定事項をもとに事業所環境委員会において具体的な取組

みを協議し、周辺地域に根差した環境改善活動へと展開している。事業所環境委員会は月に一度開催され

る。 
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図 8．レンゴー 環境マネジメント体制 

（出所：レンゴー サステナビリティレポート 2021） 

また、レンゴーは環境に関する専門的な部署として環境経営推進部を擁している。環境経営推進部

は、環境委員会の事務局を担い、CO2 削減のとりまとめや環境リスクについての検討を行っており、今回

の資金使途に係るプロセスにも関わっている。 

そのほか、レンゴーは、2001 年から国際規格である ISO14001 の環境マネジメントシステムを導入し、

2006 年には全ての事業所・工場で認証を取得している。また、2021 年 12 月、気候関連財務情報開示タ

スクフォース（TCFD：Task Force on Climate-related Financial Disclosures）の提言への賛同を表明し、

TCFD 提言に沿った情報開示（ガバナンス、戦略、リスク管理、指標と目標）をウェブサイト11において

行っている。 

以上より、JCRは、経営陣が環境課題への取り組みを重要視しており、その方針が環境憲章や環境目標

に落とし込まれていることを確認した。一方、これらの環境憲章や環境目標の策定について、外部の専門

家等第三者の意見を参考にはしたものの、検証や正式なコンサルタントを受けていないため、今後はそれ

らを活用することも望ましいと考えている。また、環境経営の推進のために、専門の会議体および部署を

擁して取り組んでおり、マネジメント体制、情報開示体制も適切に整っていると評価している。 

 

  

                                                 
1 1  レンゴーウェブサイト TCFD への対応

https: //www.rengo.co. jp/sustainability/environment/climate/index.html 
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■評価結果 

本借入金について、JCRグリーンファイナンス評価手法に基づき、「グリーン性評価（資金使途）」の評

価を“g1”、「管理・運営・透明性評価」の評価を“m1”とした。この結果、「JCR グリーンローン評価」

を“Green 1”とした。本借入金は、「グリーンローン原則」および「グリーンローン及びサステナビリテ

ィ・リンク・ローンガイドドライン」において求められる項目について、基準を満たしていると考えられ

る。 

 

【JCR グリーンローン評価マトリックス】 

 

管理・運営・透明性評価 

m1 m2 m3 m4 m5 

グ
リ
ー
ン
性
評
価 

g1 Green 1 Green 2 Green 3 Green 4 Green 5 

ｇ2 Green 2 Green 2 Green 3 Green 4 Green 5 

ｇ3 Green 3 Green 3 Green 4 Green 5 評価対象外 

ｇ4 Green 4 Green 4 Green 5 評価対象外 評価対象外 

ｇ5 Green 5 Green 5 評価対象外 評価対象外 評価対象外 

 
 

（担当）梶原 康佑・後藤 遥菜 
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本評価に関する重要な説明 
 

1. JCR グリーンローン評価の前提・意義・限界 

日本格付研究所（JCR）が付与し提供する JCR グリーンローン評価は、評価対象であるグリーンローンにより調達
される資金が JCR の定義するグリーンプロジェクトに充当される程度ならびに当該グリーンローンの資金使途等にか
かる管理、運営および透明性確保の取り組みの程度に関する、JCR の現時点での総合的な意見の表明であり、当該グ
リーンローンで調達される資金の充当ならびに資金使途等にかかる管理、運営および透明性確保の取り組みの程度を
完全に表示しているものではありません。 

JCR グリーンローン評価は、グリーンローンの調達計画時点又は調達時点における資金の充当等の計画又は状況を
評価するものであり、将来における資金の充当等の状況を保証するものではありません。また、JCR グリーンローン
評価は、グリーンローンが環境に及ぼす効果を証明するものではなく、環境に及ぼす効果について責任を負うもので
はありません。グリーンローンにより調達される資金が環境に及ぼす効果について、JCR は発行体または発行体の依
頼する第三者によって定量的・定性的に測定されていることを確認しますが、原則としてこれを直接測定することは
ありません。 

2. 本評価を実施するうえで使用した手法 

本評価を実施するうえで使用した手法は、JCRのホームページ（https://www.jcr.co.jp/）の「サステナブルファイナ
ンス・ESG」に、「JCR グリーンファイナンス評価手法」として掲載しています。 

3. 信用格付業にかかる行為との関係 

JCR グリーンローン評価を付与し提供する行為は、JCR が関連業務として行うものであり、信用格付業にかかる行
為とは異なります。 

4. 信用格付との関係 

本件評価は信用格付とは異なり、また、あらかじめ定められた信用格付を提供し、または閲覧に供することを約束
するものではありません。 

5. JCR グリーンファイナンス評価上の第三者性 

本評価対象者と JCR の間に、利益相反を生じさせる可能性のある資本関係、人的関係等はありません。 
 

 

■留意事項    
本文書に記載された情報は、JCRが、発行体および正確で信頼すべき情報源から入手したものです。ただし、当該情報には、人為的、機械的、または
その他の事由による誤りが存在する可能性があります。したがって、JCR は、明示的であると黙示的であるとを問わず、当該情報の正確性、結果、的
確性、適時性、完全性、市場性、特定の目的への適合性について、一切表明保証するものではなく、また、JCR は、当該情報の誤り、遺漏、または当
該情報を使用した結果について、一切責任を負いません。JCRは、いかなる状況においても、当該情報のあらゆる使用から生じうる、機会損失、金銭
的損失を含むあらゆる種類の、特別損害、間接損害、付随的損害、派生的損害について、契約責任、不法行為責任、無過失責任その他責任原因のい
かんを問わず、また、当該損害が予見可能であると予見不可能であるとを問わず、一切責任を負いません。JCR グリーンローン評価は、評価の対象で
あるグリーンローンにかかる各種のリスク（信用リスク、価格変動リスク、市場流動性リスク、価格変動リスク等）について、何ら意見を表明する
ものではありません。また、JCR グリーンローン評価は JCR の現時点での総合的な意見の表明であって、事実の表明ではなく、リスクの判断や個別
の債券、コマーシャルペーパー等の購入、売却、保有の意思決定に関して何らの推奨をするものでもありません。JCRグリーンローン評価は、情報の
変更、情報の不足その他の事由により変更、中断、または撤回されることがあります。JCR グリーンローン評価のデータを含め、本文書に係る一切の
権利は、JCR が保有しています。JCR グリーンローン評価のデータを含め、本文書の一部または全部を問わず、JCR に無断で複製、翻案、改変等をす
ることは禁じられています。 

JCR グリーンローン評価：グリーンローンにより調達される資金が JCR の定義するグリーンプロジェクトに充当される程度ならびに当該グリーンロ
ーンの資金使途等にかかる管理、運営および透明性確保の取り組みの程度を評価したものです。評価は 5 段階で、上位のものから順に、Green1、
Green2、Green3、Green4、Green5 の評価記号を用いて表示されます。 

■グリーンファイナンスの外部評価者としての登録状況等   
・ 環境省 グリーンボンド外部レビュー者登録 
・ ICMA (国際資本市場協会に外部評価者としてオブザーバー登録) 
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■その他、信用格付業者としての登録状況等 
・ 信用格付業者 金融庁長官（格付）第 1 号 
・ EU Certified Credit Rating Agency 
・ NRSRO：JCR は、米国証券取引委員会の定める NRSRO（Nationally Recognized Statistical Rating Organization）の 5 つの信用格付クラスのうち、以下の
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